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は じ め に 

１．所得税法の出題内容 

税理士試験における所得税法は試験時間２時間、配点は理論・計算ともに各50点の計100点である。 

理論問題は、「○○の規定について述べなさい。」という個別理論問題１題及び「居住者は○○したが、

所得税（法）上どのように取扱われるか。」という事例形式の応用理論１題の合計２題出題のパターン（又

は個別×２題、もしくは応用×２題）がほとんどである。 

計算問題は、所得税額まで計算させる総合問題１題のみの出題のほか、総合問題１題＋個別問題２～

３題の出題又は個別問題４～５題という出題など様々な形式で出題され、ここ 近では非常にボリュー

ムが多い基本項目中心の問題となっている。 

 

２．本試験対策 

理論問題に対する解答は、「暗記してきた個別理論を書く。」という作業になる。応用理論についても

さほど難解なものはなく、個別理論の一部分を数題分つなげて解答するという形式で十分合格答案とな

る。よって、例年理論問題では合否は決まらない（暗記を怠った場合は別である！）。 

これに対して、計算問題は「手も足も出ない」部分と「誰でも解ける」部分とに分かれるのが常であ

り、「誰でも解ける」部分を確実に解答できるかが合否の分れ目となる。 

 

３．所得税法は難しくない！ 

以上のことから、所得税法合格の条件は、⑴個別理論の徹底暗記、⑵計算は基本をひたすら大切にし、

ケアレスミスをしない、⑶講義中は講師と共に考え、タックス・マインドを養うという３点である。 

これらを守れば、働きながらでも１年で十分合格する科目である。「試験に出ない項目」や「出題され

た場合には、学校で習った知識では解けない項目」までに手を出すから「所得税法はボリュームが多い。」

「難しい。」と嘆く結果になってしまう。この様な学習法は厳に避けよう。 

 

 

基本を大切にし、１年で合格しよう！ 

 

所得税法 スタッフ一同 
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本 書 の 利 用 方 法 

本書においては、各種法令名を次のように省略している。 

なお、これら相互の関係については講義において解説する。 

 

所得税法 .............................................................  法 

所得税法施行令 .......................................................  令 

所得税法施行規則 .....................................................  規 

租税特別措置法 .......................................................  措 法 

租税特別措置法施行令 .................................................  措 令 

租税特別措置法施行規則 ...............................................  措 規 

所得税基本通達 .......................................................  基 通 

所得税個別通達 .......................................................  個 通 

租税特別措置法関係通達 ...............................................  措 通 

災害被害者に対する租税の減免、徴収猶与等に関する法律..................  災免法 

災害被害者に対する租税の減免、徴収猶与等に関する政令..................  災免令 

国税通則法 ...........................................................  通 法 

東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置

法 ..............................................................復興財源確保法 

 

<条文番号の掲げ方> 

 「所得税法第２条第１項第３０号イ」 → 法２①三十イ 

 「所得税基本通達２－４７」 → 基通２－４７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重要度   高              低 

 

ランク    Ａランク   Ｂランク   Ｃランク 
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総 目 次 
 

内     容 学習箇所 内     容 学習箇所 

１章 所得税の概要  ５章 事業所得  

１－１ 所得税の特徴 テキスト１ ５－１ 事業所得 テキスト２ 

１－２ 関係法令との関係 テキスト１ ５－２ 収入金額の別段の定め テキスト２ 

１－３ 納税義務者 テキスト１ ５－３ 帰属時期の原則と特例 
テキスト２ 
応用テキスト１ 

１－４ 納税地 テキスト１ ５－４ 必要経費に関する取扱い テキスト２ 

１－５ 所得税の計算体系 テキスト１
５－５ 家事関連費等の必要経費不 

算入 
テキスト２ 

１－６ 各種所得の概要 テキスト１ ５－６ 売上原価の計算 テキスト２ 

１－７ 課税標準の概要 テキスト１ ５－７ 減価償却 
テキスト２ 
応用テキスト１ 

１－８ 所得控除の概要 テキスト１ ５－８ 少額減価償却資産等 テキスト２ 

１－９ 課税所得金額の概要 テキスト１ ５－９ 資本的支出と修繕費 テキスト２ 

１－10 納付税額計算の概要 テキスト１ ５－10 特別償却 
応   用 
テキスト１ 

２章 利子所得  ５－11 リース取引 テキスト２ 

２－１ 利子所得 テキスト３
５－12 事業から対価を受ける親族 

がある場合の取扱い 
テキスト２ 

２－２ 金融類似商品等 テキスト３ ５－13 借地権償却 テキスト２ 

２－３ 国外公社債等の利子等 
応 用
テキスト１

５－14 繰延資産の償却 
テキスト２ 
応用テキスト１ 

３章 配当所得  ５－15 資産損失 テキスト２ 

３－１ 配当所得 テキスト３ ５－16 債権の回収不能 
テキスト２ 
応用テキスト１ 

３－２ 課税制度 テキスト３ ５－17 貸倒引当金 テキスト２ 

３－３ 負債の利子の取扱い テキスト３ ５－18 退職給与引当金 
応   用 
テキスト１ 

３－４ 外国株式の配当 
応   用
テキスト１

５－19 消費税 
応   用 
テキスト１ 

３－５ みなし配当 
応   用
テキスト３ ６章 給与所得  

４章 不動産所得  ６－１ 給与所得 テキスト３ 

４－１ 不動産所得 テキスト３ ６－２ 特定支出控除 
応   用 
テキスト１ 

４－２ 係争等があった場合の取扱い テキスト３ ７章 退職所得  

４－３ 必要経費に関する取扱い テキスト３ ７－１ 退職所得 テキスト３ 

４－４ 固定資産等の損失 テキスト３ ７－２ 勤続年数 テキスト３ 

４－５ 債権の回収不能 テキスト３ ７－３ 退職所得控除額の改訂 
応   用 
テキスト１ 
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内     容 学習箇所 内     容 学習箇所 

８章 山林所得  10章 一時所得  

８－１ 山林所得 テキスト３ 10－１ 一時所得 テキスト３ 

８－２ 必要経費に関する取扱い テキスト３ 10－２ 広告宣伝のための賞金品 テキスト３ 

８－３ 山林の資産損失 テキスト３ 10－３ 取得した保険金等の取扱い テキスト３ 

８－４ 森林計画特別控除 
応   用
テキスト１

10－４ 新株を取得する権利の行使 
に係る経済的利益 

応   用 
テキスト３ 

８－５ 分収林契約 
応   用
テキスト１ 11章 雑所得  

９章 譲渡所得  11－１ 雑所得 テキスト４ 

９－１ 譲渡所得 テキスト４ 11－２ 公的年金等 テキスト４ 

９－２ 取得費 テキスト４ 11－３ 生命保険契約等に基づく年金 テキスト４ 

９－３ 譲渡費用 テキスト４ 11－４ 債権の回収不能 テキスト４ 

９－４ 生活に通常必要でない資産 
の損失の控除 

応   用
テキスト２

11－５ 競走馬の損失 
応   用 
テキスト２ 

９－５ 債権の回収不能 
応   用
テキスト２

11－６ 家内労働者等の必要経費の特例 
応   用 
テキスト３ 

９－６ みなし譲渡 テキスト４
11－７ 先物取引に係る雑所得等の 

課税の特例 
応   用 
テキスト３ 

９－７ 相続税額の取得費加算 テキスト４ 12章 課税標準  

９－８ 借地権の設定に係る権利金 
の取得 

テキスト４ 12－１ 損益通算 
応   用 
テキスト１ 

９－９ 固定資産の交換の特例 テキスト４ 12－２ 損益通算の特例 
応   用 
テキスト１ 

９－10 既成市街地等内の買換え等 
の特例 

応   用
テキスト２

12－３ 純損失の繰越控除 
応   用 
テキスト１ 

９－11 特定事業用資産の買換え等 
の特例 

応   用
テキスト２

12－４ 雑損失の繰越控除 
応   用 
テキスト１ 

９－12 収用等に伴い代替資産を取 
得した場合の特例 

応   用
テキスト２

12－５ 上場株式等に係る譲渡損失 
の繰越控除 

応   用 
テキスト３ 

９－13 収用交換等の特別控除 
応   用
テキスト２

12－６ 居住用財産の買換え等の場合の 
譲渡損失の損益通算及び繰越控除 

応   用 
テキスト３ 

９－14 居住用財産を買換え等した 
場合の特例 

応   用
テキスト２

12－７ 特定居住用財産の譲渡損失 
の損益通算及び繰越控除 

応   用 
テキスト３ 

９－15 居住用財産を譲渡した場合 
の特別控除 

応   用
テキスト２

  

９－16 平成21年又は平成22年に土 
地等の先行取得をした場合の特例 

応   用
テキスト２

  

９－17 有価証券の譲渡による所得 テキスト４   

９－18 みなし配当と株式等の譲渡 
応   用
テキスト３

  

９－19 分離短期譲渡所得とされる 
株式の譲渡 

応   用
テキスト３

  

９－20 譲渡した株式に係る負債の 
利子 

応   用
テキスト３

  

９－21 特定中小会社が発行した株 
式の特例 

応   用
テキスト３

  

９－22 不動産を譲渡した場合の特 
例の留意点 

応   用
テキスト２
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内     容 学習箇所 内     容 学習箇所 

13章 所得控除  15章 特殊論点  

13－１ 雑損控除 
応   用
テキスト１

15－１ 事業承継 
応   用 
テキスト４ 

13－２ 医療費控除 
応   用
テキスト１

15－２ 法人成り 
応   用 
テキスト４ 

13－３ 社会保険料控除 
応   用
テキスト１

15－３ 小規模事業者の収入及び費 
用の帰属時期 

応   用 
テキスト４ 

13－４ 小規模企業共済等掛金控除 
応   用
テキスト１

15－４ 医業の所得計算 
応   用 
テキスト４ 

13－５ 生命保険料控除 
応   用
テキスト１

15－５ 納税義務者と納税地 
応   用 
テキスト４ 

13－６ 地震保険料控除 
応   用
テキスト１

15－６ 非居住者 
応   用 
テキスト４ 

13－７ 寄附金控除 
応   用
テキスト１

15－７ 相続があった場合 
応   用 
テキスト４ 

13－８ 障害者控除 
応   用
テキスト１

15－８ 信託の税制 
応   用 
テキスト４ 

13－９ 寡婦（寡夫）控除 
応   用
テキスト１ 16章 所得計算の通則等  

13－10 勤労学生控除 
応   用
テキスト１

16－１ 所得計算の通則 テキスト１ 

13－11 配偶者控除 
応   用
テキスト１

16－２ 事業と業務の違い テキスト１ 

13－12 配偶者特別控除 
応   用
テキスト１

16－３ 青色申告制度 テキスト１ 

13－13 扶養控除 
応   用
テキスト１ 17章 手続規定  

13－14 基礎控除 
応   用
テキスト１

17－１ 源泉徴収 テキスト３・４ 

13－15 所得控除の判定の時期等 
応   用
テキスト１

17－２ 年末調整 テキスト４ 

14章 納付税額  17－３ 予定納税 テキスト３ 

14－１ 税額計算の原則 
応   用
テキスト２

17－４ 確定申告 
応   用 
テキスト２ 

14－２ 税額軽減 
応   用
テキスト２

17－５ 納付 
応   用 
テキスト４ 

14－３ 平均課税 
応   用
テキスト３

17－６ 延納 
応   用 
テキスト４ 

14－４ 税額控除 
応   用
テキスト３

17－７ 還付 
応   用 
テキスト４ 

14－５ 配当控除 
応   用
テキスト１

17－８ 青色申告者の義務と特典 
応   用 
テキスト４ 

14－６ 外国税額控除 
応   用
テキスト１

17－９ 白色申告者の記帳義務等 
応   用 
テキスト４ 

14－７ 住宅借入金等特別控除 
応   用
テキスト３

17－10 修正申告 
応   用 
テキスト４ 

14－８  住宅取得に係るその他の税 
額控除 

応   用
テキスト３

17－11 更正の請求 
応   用 
テキスト４ 

14－９ 政党等寄附金特別控除 
応   用
テキスト３

17－12 更正又は決定 
応   用 
テキスト４ 

14－10 その他の税額控除 
応   用
テキスト３

17－13 不服申立て 
応   用 
テキスト４ 

※ スケジュールは変更される場合があります。 
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年間スケジュール表 
《基礎期》                ※ スケジュールは変更される場合があります。 
回数 内               容 

１ 
１－１所得税の特徴 １－２関係法令との関係 １－３納税義務者 １－４納税地 

１－５所得税の計算体系 

２ １－６各種所得の概要（利子所得～山林所得） 

３ １－６各種所得の概要（譲渡所得～雑所得） 

４ １－７課税標準の概要 １－８所得控除の概要（概要～雑損控除） 

５ １－８所得控除（医療費控除～所得控除の判定の時期） 

６ １－９課税所得金額の概要 １－10納付税額計算の概要 

７ 16－１所得計算の通則 16－２事業と業務の違い 16－３青色申告制度 

演習１ 月例確認テスト１ 

８ ５－１事業所得 ５－２収入金額の別段の定め ５－３帰属時期の原則と特例① 

９ ５－４必要経費に関する取扱い ５－５家事関連費等の必要経費不算入 

10 ５－６売上原価の計算 ５－７減価償却① ５－８少額減価償却資産等 

11 
５－９資本的支出と修繕費 ５－11リース取引 

５－12事業から対価を受ける親族がある場合の取扱い 

12 ５－13借地権償却 ５－14繰延資産の償却① ５－15資産損失 

13 ５－16債権の回収不能① ５－17貸倒引当金 

演習２ 月例確認テスト２ 

14 ２－１利子所得 ２－２金融類似商品等 ３－１配当所得 

15 ３－２申告不要制度 ３－３負債の利子の取扱い 17－１源泉徴収① ４－１不動産所得 

16 
４－２係争等があった場合の取扱い ４－３必要経費に関する取扱い 

４－４固定資産等の損失 ４－５債権の回収不能 

17 ６－１給与所得 17－１源泉徴収② 

18 ７－１退職所得 ７－２勤続年数 17－１源泉徴収③ ８－１山林所得 

19 ８－２必要経費に関する取扱い ８－３山林の資産損失 17－３予定納税 

20 10－１一時所得 10－２広告宣伝のための賞金品 10－３取得した保険金等の取扱い 

演習３ 月例確認テスト３ 

21 
11－１雑所得 11－２公的年金等 11－３生命保険契約等に基づく年金 11－４債権の回収不能 

17－１源泉徴収④ 

22 ９－１譲渡所得 ９－２取得費 ９－３譲渡費用 

23 ９－６みなし譲渡 ９－７相続税額の取得費加算 

24 ９－８借地権の設定に係る権利金の取得 17－２年末調整 

25 ９－９固定資産の交換の特例 

26 ９－17有価証券の譲渡による所得 

演習４ 月例確認テスト４ 
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《応用期》                ※ スケジュールは変更される場合があります。 

１ 12－１損益通算 12－２損益通算の特例 12－３純損失の繰越控除 12－４雑損失の繰越控除 

２ 
13－１雑損控除 13－２医療費控除 13－３社会保険料控除 13－４小規模企業共済等掛金控除 

13－５生命保険料控除 13－６地震保険料控除 13－７寄附金控除 

３ 
13－８障害者控除 13－９寡婦（寡夫）控除 13－10勤労学生控除 13－11配偶者控除 

13－12配偶者特別控除 13－13扶養控除 13－14基礎控除 13－15所得控除の判定の時期等 

４ ２－３国外公社債等の利子等 ３－４外国株式の配当 14－５配当控除 14－６外国税額控除 

５ ５－７減価償却② ５－10特別償却 ５－３帰属時期の原則と特例② 

６ ５－14繰延資産の償却② ５－16債権の回収不能② ５－18退職給与引当金 ５－19消費税 

７ ６－２特定支出控除 ７－３退職所得控除額の改訂 ８－４森林計画特別控除 ８－５分収林契約 

 応用月例確認テスト１ 

８ ９－４生活に通常必要でない資産の損失の控除 11－５競走馬の損失 ９－５債権の回収不能 

９ ９－10既成市街地等内の買換え等の特例 ９－11特定事業用資産の買換え等の特例 

10 ９－12収用等に伴い代替資産を取得した場合の特例 ９－13収用交換等の特別控除 

11 ９－14居住用財産を買換え等した場合の特例 ９－15居住用財産を譲渡した場合の特別控除 

12 
９－16平成21年又は平成22年に土地等の先行取得をした場合の特例 

９－22不動産を譲渡した場合の特例の留意点 

13 14－１税額計算の原則 14－２税額軽減 17－４確定申告 

 応用月例確認テスト２ 

14 
３－５みなし配当 ９－18みなし配当と株式等の譲渡 

９－19分離短期譲渡所得とされる株式の譲渡 

15 
９－20譲渡した株式に係る負債の利子 12－５上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除 

９－21特定中小会社が発行した株式の特例 

16 
10－４新株を取得する権利の行使に係る経済的利益 11－６家内労働者等の必要経費の特例 

11－７先物取引に係る雑所得等の課税の特例 

17 
12－６居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除 

12－７特定居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除 

18 14－３平均課税 

19 14－４税額控除 14－７住宅借入金等特別控除 14－８住宅取得等に係るその他の税額控除 

20 14－９政党等寄附金特別控除  14－10その他の税額控除  

 応用月例確認テスト３ 

21 15－１事業承継 17－５納付 17－６延納  

22 15－２法人成り 17－７還付  

23 
15－３小規模事業者の収入及び費用の帰属時期  

17－８青色申告者の義務と特典 17－９白色申告者の記帳義務等 

24 15－４医業の所得計算 17－10修正申告 17－11更正の請求 

25 15－５納税義務者と納税地 15－６非居住者  

26 15－７相続があった場合 15－８ 信託の税制  17－12更正又は決定 17－13不服申立て 

 応用月例確認テスト４ 
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テキスト１の学習内容 
 
回 数 内     容 ページ 理 論 

第１回 

１－１ 所得税の特徴 

１－２ 関連法令との関係 

１－３ 納税義務者 

１－４ 納税地 

１－５ 所得税の計算体系 

２～ 

４～ 

６～ 

８～ 

10～ 

１ 

３ 

第２回 
１－６ 各種所得の概要 

    １利子所得 ～ ７山林所得 

28～ 

 
７ 

第３回 
１－６ 各種所得の概要 

    ８譲渡所得 ～ 12雑所得 

60～ 

 

７ 

８ 

第４回 

１－７ 課税標準の概要 

１－８ 所得控除の概要 

１概要 ～ ２雑損控除 

84～ 

102～ 

 

25～28 

 

31 

第５回 

１－８ 所得控除の概要 

３医療費控除 

～ 16所得控除の判定の時期 

112～ 

32、33 

34、35 

36、37 

第６回 
１－９ 課税所得金額の概要 

１－10 納付税額計算の概要 

144～ 

148～ 
39 

第７回 

16－１ 所得計算の通則 

16－２ 事業と業務の違い 

16－３ 青色申告制度 

設例 

162～ 

168～ 

172～ 

180～ 

９ 

50 

51 

 

 付録：所得税の計算体系（基礎テキストⅠで学習した範囲） 189～  
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第１回 

講義 

１－１ 所得税の特徴 

１－２ 関連法令との関係 

１－３ 納税義務者 

１－４ 納税地 

１－５ 所得税の計算体系 
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 －1－  

第第１１章章  所所得得税税のの概概要要  
 

 

【この章で学ぶこと】 

１－１ 所得税の特徴 

１－２ 関連法令との関係 

１－３ 納税義務者 

１－４ 納税地 

１－５ 所得税の計算体系 

１－６ 各種所得の概要 

１－７ 課税標準の概要 

１－８ 所得控除の概要 

１－９ 課税所得金額の概要 

１－10 納付税額計算の概要 
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１―１ 所得税の特徴 

 

学学学習習習項項項目目目   

１ 概要 

２ 所得税の位置付け 

３ 所得税の特徴 

１ 概要 Ｃランク 

所得税とは、個人の一暦年間（１月１日から 12 月 31 日までの期間）に生じた所得に対して課され

る税金である。具体的には、預貯金の利子、株式の配当、事業経営による利益、サラリ－マンの給料、

資産の売却益を暦年ごとに集計して、これに税率を乗じて、各個人の所得税を計算する。 

 

２ 所得税の位置付け Ｃランク 

 

直接税 所得税、法人税、相続税、贈与税 
国 税 

間接税 消費税、酒税、たばこ税、揮発油税、地方道路税、関税  

道府県税 道府県民税、事業税、不動産取得税、地方消費税、自動車取得税 
地方税 

市町村税 市町村民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税、入湯税 

※ 国税：国が課する税金である。 

※ 地方税：地方公共団体が課する税金である。 

※ 直接税：納税義務者とその税金を実質的に負担する者が同一である税金である。 

※ 間接税：納税義務者とその税金を実質的に負担する者が別人である税金である。 

 

所得課税（所得に担税力を見出して課税する

もの） 

所得税、法人税、道府県民税、市町村民税、事業

税 等 

消費課税（財・サービスの消費に担税力を見

出して課税するもの） 

消費税、地方消費税、酒税、たばこ税、揮発油税 

等 

資産課税（資産の取得・保有に担税力を見出

して課税するもの） 

相続税、贈与税、固定資産税、都市計画税、登録

免許税、不動産取得税 等 
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３ 所得税の特徴 Ｃランク 

所得税には特徴的な３つの原則がある。 

 

１．個人単位課税の原則 

所得税は、所得を稼得した個人に対して課税される。 

※ 家族など、グル－プごとには課税されない。 

 

２．暦年単位課税の原則 

所得税は、一暦年間（１月１日～12 月 31 日までの期間）を１つの課税単位として課税される。 

※ 法人税のように任意の事業年度単位ではない。 

 

３．応能負担の原則 

所得税は、各個人の税金を負担する能力（担税力という）に応じた課税を行うことにより税負担

の公平を保つこととしている。 

 

⑴ 質的担税力 

所得税は、個人の稼得する所得にはさまざまなものがあり、例えば給料のように労働の対価と

して受けるものや、配当金や家賃収入のように汗水流して働かなくても得ることができるものも

あるため、これらについて同じ次元で課税を行うことは課税の公平が保たれているとは言えない。

そこで、所得の性質等を考慮して 10 種類の各種所得に区分し、その性質等に応じた取扱いをする

ことにより担税力を調整することとしている。 

 

⑵ 量的担税力 

個人の所得が多ければ多いほど担税力は強い。そこで発生した所得は原則として合算し、超過

累進税率を適用することにより、所得の総量に応じた課税を行うことにより課税の公平を図るこ

ととしている。 

 

⑶ 個人的事情の考慮 

所得税では病気や怪我などによる医療費などの出費や、独身で１人暮らしの人と家族を養って

いる人との経済的事情の差異などといった生活面での個人的事情を考慮するため、14 種類の所得

控除を設けて担税力の調整を図り、課税の公平を図ることとしている。 
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１―２ 関連法令との関係 

 

学学学習習習項項項目目目   

１ 概要 

２ 法律の構成 

３ 通達 

１ 概要 Ｃランク 

税理士試験における所得税法の出題範囲は、「所得税法に関する他の法律に定める関係事項及び国税

通則法に定める関係事項を含む。」とされている。そのため所得税法だけではなく、国税通則法、租税

特別措置法等も含めて学習する必要がある。ただし、国税徴収法に関しては税理士試験科目として独

立しているため出題範囲からは除かれる。 

 

  国 税 通 則 法    国 税 徴 収 法 

通 達 ・・・・・・ 所 得 税 法 

通 達 ・・・・・・ 租税特別措置法    災 害 減 免 法 

 

 所 得 税 法 … 所得税の計算・手続等について基本的事項を規定したもの。 

 国 税 通 則 法  … 国税に共通する一般的な事項を規定したもの。 

 租税特別措置法  … 政策的な見地からの特例を規定したもの。 

 災 害 減 免 法   … 災害により被害を受けた場合の租税の減免等を規定したもの。 

 復興財源確保法  … 東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源を確

保するための法律。復興特別所得税などが規定されている。 
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２ 法律の構成 Ｃランク 

所得税法には他の税法と同様に施行令及び施行規則が付属している。これは、所得税に関する事項

をすべて所得税法で規定することは技術的に困難であるため、法律の根幹となる事項を所得税法で規

定し、具体的な計算方法あるいは細かい手続き等は、施行令及び施行規則で定めている。 

 

  法      律   … 所得税法 

  

  施 行 令（政令） … 所得税法施行令（具体的な計算などを規定するもの。） 

  

  施行規則（省令） … 所得税法施行規則（さらに細かい手続などを規定するもの。） 

 

３ 通達 Ｃランク 

関係法令を具体的に適用するにあたり、判断、解釈のための指針となるものが通達である。これは

税務官庁が、納税者に対する法令解釈による取扱いを統一するために定めているものである。 

 

 

 

 

 

 

※ 通達は計算問題を解くための解釈として重要であるが、法律ではないため理論問題には基本的

に必要ではない。 

 

通達

所得税法関係通達

租税特別措置法関係通達等

… 基本通達、個別通達 
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⑴ 居住者 

国内※１に住所※２を有し、又は、現在まで引き続いて１年以上居所※３を有する個人 

① 非永住者 

日本の国籍を有しておらず、かつ、過去10年以内において国内に住所又は居所を有し

ていた期間の合計が５年以下である個人 

② 非永住者以外の居住者 

⑵ 非居住者 

居住者以外の個人 

※１ 国内とは所得税法の施行地をいう。 

※２ 住所とは各人の生活の本拠をいい、生活の本拠であるかどうかは客観的事実によっ

て判定する。 

※３ 居所とは住所以外の場所で、人が相当期間継続して居住する場所をいう。 

１―３ 納税義務者 

 

学学学習習習項項項目目目   

１ 納税義務者 

２ 課税所得の範囲 

１ 納税義務者 Ｂランク 

所得税の納税義務者は、原則として所得のある個人である。 

なお、下記のとおり法人及び人格のない社団等にも所得税の納税義務を設けているが、源泉徴収に

係る徴税技術上の便宜等から規定されているにすぎない。 

 

１．個人である納税義務者 

 

 

 

 

 

   

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個人 

居住者

非居住者 

非永住者

非永住者以外の居住者

参 考〔納税義務者について（法２）〕
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【人格のない社団等】 

代表者又は管理者の定めはあるが法人格を有しない社団又は財団（県人会、後援

会、ＰＴＡ等）をいい、法人格もなく個人の集合体でもないため、所得税法上は法

人とみなすことにより、課税上の弊害を排除している。 

非居住者、非永住者等については後日学習。 

 

２．法人である納税義務者 

 

 

 

 

 

３．人格のない社団等 

 

 

 

 

 

 

 

２ 課税所得の範囲 Ｂランク 

居住者（非永住者を除く）については国内及び国外を問わず、全ての所得に対して課税される。 

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

用語解説

学習予定 

法人 

内国法人 

外国法人 
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国内に住所を有しない者等の納税地は後日学習。

１―４ 納税地 

 

学学学習習習項項項目目目   

１ 概要 

２ 納税地 

１ 概要 Ｂランク 

納税地とは、納税義務者又は源泉徴収義務者が、申告及び納付などの手続きをする際の基準となる

場所等をいう。 

 

２ 納税地 Ｂランク 

国内に住所を有する者の納税地は、その者の住所地とする。 

 

 

 

 

学習予定 
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⑴ 原則的納税地 

① 国内に住所※１を有する場合 

その住所地 

② 国内に住所を有せず、居所※２を有する場合 

その居所地 

③ ①、②以外の場合は一定の場所 

 

⑵ 納税地の特例 

① 国内に住所のほか居所を有する者 

一定要件により、居所地を納税地とすることができる。 

② 国内に住所又は居所を有し、かつ、その住所地又は居所地以外の場所に事業場等※３を

有する者 

一定要件により、事業場等の所在地を納税地とすることができる。 
 

※１ 住所とは各人の生活の本拠をいい、生活の本拠であるかどうかは客観的事実によっ

て判定する。 
※２ 居所とは住所以外の場所で、人が相当期間継続して居住する場所をいう。 
※３ 事業場等とはその者の営む事業に係る事業場その他これに準ずるものをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参 考〔納税地について（法 15）〕
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それぞれの段階でどのような計算が行われるのかを把握すること。 

１―５ 所得税の計算体系 

 

学学学習習習項項項目目目   

１ 概要 

２ 所得税の計算体系 

３ 各種所得の金額 

４ 課税標準 

５ 課税所得金額 

６ 納付税額 

１ 概要 Ｂランク 

所得税の計算方法を学習するにあたり、まずどのような計算の流れで税額が計算されていくのかを

把握しなければならない。所得税は、次に掲げる５つの段階を経て納付すべき税額が計算される。 

Ⅰ 各種所得の金額の計算 

Ⅱ 課税標準の計算 

Ⅲ 所得控除額の計算 

Ⅳ 課税所得金額の計算 

Ⅴ 納付税額の計算 

 

 

 

 

 

Advice！
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２ 所得税の計算体系 Ｂランク 

１．所得の概念 

所得税の課税対象の所得とは、１年間における資産総額から負債総額を差引いた純資産の増加額

をいい課税対象はきわめてひろい。所得の性質や政策的な見地などから非課税所得が規定されてお

り、所得から非課税所得を除いたものが課税対象所得となる。 

 

 

 

 

２．所得税の計算体系（法 21①） 

Ⅰ 各種所得の金額 … 質的担税力の調整のため、所得を10種類の各種所得に分類し、それぞれ

の所得に応じた計算方法に各々の所得金額を計算 

Ⅱ 課 税 標 準 … 量的担税力に応じた課税の実現のためⅠの所得金額を総合 

Ⅲ 所 得 控 除 額 … 所得金額の計算に反映されない個人的事情の考慮等の観点から14種類

の所得控除額を計算 

Ⅳ 課税所得金額 … ⅡからⅢを控除し、税率を乗ずる基となる金額を計算 

Ⅴ 納 付 税 額 … Ⅳに税率を乗じて税額を算出 

 

 

 

 区分 

Ⅰ 各 種 所 得 の 金 額 

 Ⅰを総合 

Ⅱ 課 税 標 準 

  

Ⅲ 所 得 控 除 額  

 Ⅱ－Ⅲ 

 Ⅳ 課 税 所 得 金 額 

 Ⅳ×税率 

 Ⅴ 納 付 税 額 

壱万円 壱万円 壱万円

所得 

非課税所得（宝くじの当選金、ノーベル賞の賞金など） 

課税対象所得 ⇒ 所得税を課税
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３ 各種所得の金額 Ａランク 

１．各種所得の例 

⑴ 利 子 所 得……公社債の利子、預貯金の利子、貸付信託の収益の分配 

⑵ 配 当 所 得……剰余金の配当、利益の配当 

⑶ 不動産所得……アパートの賃貸料収入、地代収入 

⑷ 事 業 所 得……物品販売業に係る所得 

⑸ 給 与 所 得……給与、賞与 

⑹ 退 職 所 得……退職一時金 

⑺ 山 林 所 得……保有期間が５年を超える山林（立木）の売却収入 

⑻ 譲 渡 所 得……資産の売却収入 

⑼ 一 時 所 得……クイズの賞金、競馬の馬券の払戻金 

⑽ 雑 所 得……国民年金、厚生年金、退職年金、友人に対する貸付金の利子 
 

 

２．各種所得の金額の計算 

⑴ 利子所得の金額＝収入金額 （法 23②） 

⑵ 配当所得の金額＝収入金額－負債利子 （法 24②） 

⑶ 不動産所得の金額＝総収入金額－必要経費 （法 26②） 

⑷ 事業所得の金額＝総収入金額－必要経費 （法 27②） 

⑸ 給与所得の金額＝収入金額－給与所得控除額 （法 28②） 

⑹ 退職所得の金額＝(収入金額－退職所得控除額)×
１

２
 （法 30②） 

⑺ 山林所得の金額＝総収入金額－必要経費－特別控除額(50 万円) （法 32③④） 

⑻ 譲渡所得の金額＝総収入金額－(取得費＋譲渡費用)－特別控除額(50 万円)（法 33③④⑤） 

⑼ 一時所得の金額＝総収入金額－支出した金額－特別控除額(50 万円) （法 34②③） 

⑽ 雑 所 得 の 金 額＝{［公的年金等に係る雑所得］収入金額－公的年金等控除額 } 

          ＋{［公的年金等以外の雑所得］総収入金額－必要経費 } （法 35②） 
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計算ＦＯＲＭ 

 

Ⅰ 各種所得の金額 （単位：円） 

所  得 計 算 過 程 

利 子 所 得 収入金額 
配 当 所 得 ⑴ 収入金額 

⑵ 負債の利子 
⑶ ⑴－⑵ 

不 動 産 所 得 ⑴ 総収入金額 
⑵ 必要経費 
⑶ ⑴－⑵ 

事 業 所 得 ⑴ 総収入金額 

⑵ 必要経費 

⑶ ⑴－⑵ 

給 与 所 得 ⑴ 収入金額 

⑵ 給与所得控除額 

⑶ ⑴－⑵ 

退 職 所 得 ⑴ 収入金額 

⑵ 退職所得控除額 

⑶ {⑴－⑵}×
１

２
 

山 林 所  ⑴ 総収入金額 

⑵ 必要経費 

⑶ 特別控除額 

⑷ ⑴－⑵－⑶ 

譲 渡 所 得

（総合短期）

（総合長期）

⑴ 総収入金額 

⑵ 取得費＋譲渡費用 

⑶ 特別控除額 

⑷ ⑴－⑵－⑶ 

一 時 所 得 ⑴ 総収入金額 

⑵ 支出した金額 

⑶ 特別控除額 

⑷ ⑴－⑵－⑶ 

雑 所 得 Ⅰ  公的年金等 

⑴ 収入金額 

⑵ 公的年金等控除額 

⑶ ⑴－⑵ 

Ⅱ 公的年金等以外 

⑴ 総収入金額 

⑵ 必要経費 

⑶ ⑴－⑵ 

Ⅲ Ⅰ＋Ⅱ  
※ 譲渡所得 

  資産の保有期間により短期及び長期に区分して計算する。 

 ⑴ 保有期間が５年以下である資産の譲渡（取得日以後５年以内の譲渡）･････  総合短期  

 ⑵ 保有期間が５年超である資産の譲渡（取得日以後５年超の譲渡）･････････  総合長期  
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⑴ 収入金額 

収入の内容が比較的単純なものに使用され、利子所得、配当所得、給与所得、退職所得、

雑所得（公的年金等）が該当する。 

⑵ 総収入金額 

収入の内容が付随収入を伴うような複雑なものに使用され、不動産所得、事業所得、山

林所得、譲渡所得、一時所得、雑所得（公的年金等以外）が該当する。 

【保有期間】 取得の日以後譲渡日までの期間をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【例題】 

居住者Ａの本年中の所得には次のものがある。Ａの本年分の各種所得の金額を計算しなさい。 

⑴ 昭和 52 年に取得した山林（立木）の売却に係る所得 5,000,000 円 

⑵ 物品販売業に係る所得 10,000,000 円 

⑶ 国民年金に係る所得（公的年金等に該当する。） 500,000 円 

⑷ クイズの賞金に係る所得 1,000,000 円 

⑸ 保有期間が５年超である書画の売却に係る所得 1,500,000 円 

⑹ 友人に対する貸付金の利子に係る所得 50,000 円 

⑺ 保有期間が５年以下である骨とう品の売却に係る所得 2,000,000 円 

 

参 考〔収入金額と総収入金額〕

用語解説
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《解答》 

Ⅰ 各種所得の金額 （単位：円） 

摘  要 金  額 計 算 過 程 

事 業 所 得 10,000,000  

山 林 所 得 5,000,000  

譲 渡 所 得

（ 総 合 短 期 ）

（ 総 合 長 期 ）

2,000,000

1,500,000

 

一 時 所 得 1,000,000  

雑 所 得

 

550,000 Ⅰ 公的年金等 500,000 

Ⅱ 公的年金等以外 50,000 

Ⅲ Ⅰ＋Ⅱ＝550,000 

 

《解説》 

・⑴は保有期間が５年超の山林（立木）の売却に係る所得であるため山林所得に該当する。 

・⑶は国民年金に係る所得であるため雑所得（公的年金等）に該当する。 

・⑸は書画の売却に係る所得であるため譲渡所得に該当する。 

 なお、保有期間が５年超であるため総合長期となる。 

・⑹は友人に対する貸付金の利子に係る所得であるため雑所得（公的年金等以外）に該当する。 

・⑺は骨とう品の売却に係る所得であるため譲渡所得に該当する。 

 なお、保有期間が５年以下であるため総合短期となる。 

・譲渡所得の総合短期と総合長期は第１段階では合算せず併記し、雑所得の公的年金等と公的年金等

以外は第１段階で合算する。 
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総合長期及び一時所得については、一時的・偶発的な所得であること

から
１

２
してから総合する。 

４ 課税標準 Ｂランク 

１．計算体系 

課税標準では第１段階で 10 種類に分類した各種所得の金額を一定の方法により総合する。 

 

Ⅰ 各種所得の金額  Ⅱ  課 税 標 準 

   

利 子 所 得 の 金 額  

配 当 所 得 の 金 額  

不動産所得の金額  

事 業 所 得 の 金 額  

給 与 所 得 の 金 額  

譲 渡 所 得 の 金 額

（ 総 合 短 期 ）

（ 総 合 長 期 ） ×
１

２
 

一 時 所 得 の 金 額 ×
１

２
 

雑 所 得 の 金 額  

総 所 得 金 額 

   

山 林 所 得 の 金 額  山 林 所 得 金 額 

退 職 所 得 の 金 額  退 職 所 得 金 額 

  課税標準の合計額 

 
※１ 10 種類の各種所得を一定の方法により総合する。なおこの際、譲渡所得の金額の総合長

期及び一時所得の金額は２分の１してから総合する。 

※２ 山林所得、退職所得は総合せず別課税標準となる。 

※３ 後の計算で必要となるため、課税標準の合計額を求める。 

 

 

 

 

Advice！

〔総合〕
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計算ＦＯＲＭ 

 

Ⅱ 課税標準 
（単位：円） 

摘  要 金  額 計 算 過 程 

総 所 得 金 額 ××× 総所得金額＝利子所得の金額＋配当所得の金額＋不動産所得の金額  

＋事業所得の金額＋給与所得の金額＋譲渡所得の金額（総合短期）  

＋〔譲渡所得の金額（総合長期）＋一時所得の金額〕×
１

２
 

＋雑所得の金額 

山 林 所 得 金 額 ××× 山林所得金額＝山林所得の金額 

退 職 所 得 金 額 ××× 退職所得金額＝退職所得の金額 

合  計 ×××  
 
 

 

 

【例題】 

居住者Ａの本年分の各種所得の金額は次のとおりである。Ａの課税標準を計算しなさい。 

⑴ 事業所得の金額 10,000,000 円 

⑵ 山林所得の金額 5,000,000 円 

⑶ 譲渡所得の金額 

 （総合短期） 2,000,000 円 

 （総合長期） 1,500,000 円 

⑷ 一時所得の金額  1,000,000 円 

⑸ 雑所得の金額 550,000 円 

 

《解答》 

Ⅱ 課税標準 （単位：円） 

摘  要 金  額 計 算 過 程 

総 所 得 金 額 13,800,000

山 林 所 得 金 額 5,000,000

10,000,000＋2,000,000＋(1,500,000＋1,000,000)×
１

２
 

＋550,000＝13,800,000（総） 

合  計 18,800,000  
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所得控除額の詳細は後日学習。 

５ 課税所得金額 Ｂランク 

１．計算体系 

個人は法人と異なり生活面での個人的事情を考慮する必要があるため、14 種類の所得控除が規定

されており、先に計算された課税標準から控除することとなっている。 

 
Ⅱ 課 税 標 準  Ⅲ 所 得 控 除 額  Ⅳ 課税所得金額 

     

  

  

  

  

  

  

  

総 所 得 金 額 

  

課 税 総 所 得 金 額 

山 林 所 得 金 額   
課税山林所得金額 

退 職 所 得 金 額  

雑 損 控 除

医 療 費 控 除

社 会 保 険 料 控 除

小 規 模 企 業

共 済 等 掛 金 控 除

生 命 保 険 料 控 除

地 震 保 険 料 控 除

寄 附 金 控 除

障 害 者 控 除

寡婦（寡夫）控除

勤 労 学 生 控 除

配 偶 者 控 除

配 偶 者 特 別 控 除

扶 養 控 除

基 礎 控 除

 
課税退職所得金額 

課税標準の合計額  所得控除額の合計額  （千円未満切捨）

 
※１ 所得控除額の合計額は、まず総所得金額から控除し、控除しきれない金額は以下の順序

で順次控除する。 

 総所得金額  →  山林所得金額  →  退職所得金額  

※２ 課税所得金額に税率を乗ずることになるため、国税通則法の規定により課税所得金額の

最終値で千円未満の端数がある場合には、それぞれ千円未満の端数を切捨てる。 

 

 

 

学習予定 
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計算ＦＯＲＭ 

 

Ⅳ 課税所得金額 
（単位：円） 

摘  要 金  額 計 算 過 程 

課税総所得金額 ××× 課総＝総所得金額－所得控除額 

（千円未満切捨） 

課税山林所得金額 ××× 課山＝山林所得金額（－所得控除額） 

（   〃   ） 

課税退職所得金額 ××× 課退＝退職所得金額（－所得控除額） 

（   〃   ） 
 
 

 

 

【例題】 

居住者Ａの本年分の課税標準及び所得控除額は次のとおりである。Ａの課税所得金額を計算しな

さい。 

⑴ 総所得金額 13,800,000 円 

⑵ 山林所得金額  5,000,385 円 

⑶ 所得控除額  3,285,500 円 

 

《解答》 

Ⅳ 課税所得金額 （単位：円） 

摘  要 金  額 計 算 過 程 

課 税 総 所 得 金 額 10,514,000 13,800,000－3,285,500＝10,514,000 （千円未満切捨） 

課税山林所得金額 5,000,000     （   〃   ） 
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６ 納付税額 Ｂランク 

１．計算体系 

課税所得金額に税率を乗じ、一定の控除額を控除して納付税額を計算する。 

 
Ⅳ 課税所得金額  Ⅴ  納 付 税 額 

             

 

 

 

 

 

 

 

課税総所得金額

 

課税山林所得金額
 

課税退職所得金額 
 

算

出

税

額 
－ 

各

種

税

額

控

除

額 

－

源

泉

徴

収

税

額 

 

申

告

納

税

額 

－

予

定

納

税

額 

 

第

３

期

納

付

税

額 

（千円未満切捨）    

 

×税率 

×税率 

×税率 
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本試験において速算表は資料として与えられるため覚える必要はない。 

【超過累進税率】 

課税標準を段階的に区分し、高所得の段階に進むに従い逓次に高率を適用する方

法をいう。 

２．計算方法 

⑴ 算出税額 

課税総所得金額、課税山林所得金額及び課税退職所得金額に対する税額は次の速算表により求

める。なお、課税山林所得金額はその５分の１相当額に税率を適用する「５分５乗方式」による。 

 

【速算表（超過累進税率）】 

課 税 所 得 金 額 税 率 控 除 額 

 1,950,000 円以下 ５％ － 円 

 1,950,000 円超  3,300,000 円以下 10％ 97,500 円 

 3,300,000 円超  6,950,000 円以下 20％ 427,500 円 

 6,950,000 円超  9,000,000 円以下 23％ 636,000 円 

 9,000,000 円超  18,000,000 円以下 33％ 1,536,000 円 

18,000,000 円超 40％ 2,796,000 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 課税総所得金額に対する税額 

  課税総所得金額×税率－控除額 

② 課税山林所得金額に対する税額 

 (イ) 課税山林所得金額×
１

５
＝Ａ ⇒(注)千円未満切捨てはしない！ 

 (ロ) （Ａ×税率－控除額）×５ 

③ 課税退職所得金額に対する税額 

  課税退職所得金額×税率－控除額 

【速算表の使い方】

Advice！

用語解説 
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５分の１したときに千円未満の端数があっても切捨てないこと。 

 

 

 

 

 

＜具体例＞ 

課税総所得金額が600万円の場合の税額 

6,000,000 円×20％－427,500 円＝772,500 円 

 

⑵ 税額控除 

税額控除には配当控除、住宅借入金等特別控除及び外国税額控除等がある。 

① 配当控除…法人、個人間の二重課税の調整のために設けられたもの 

② 住宅借入金等特別控除…住宅政策の面から設けられたもの 

③ 外国税額控除…国際間における二重課税の調整のために設けられたもの 

 

 ⑶ 基準所得税額及び復興特別所得税額 

東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法

（復興財源確保法・平成 23 年法律第 117 号）により「復興特別所得税」が創設され、平成 25 年

から平成 49 年までの各年分の確定申告については、所得税と復興特別所得税を合せて申告し、納

付する。 

  ① 基準所得税額 ……… 外国税額控除以外の税額控除後の所得税額 

  ② 復興特別所得税額 … 基準所得税額×2.1％ 

 

⑷ 源泉徴収税額 

源泉徴収税額は、給料などの支払を受ける際、天引きされた所得税及び復興特別所得税をいう。 

※ 天引きされた所得税は所得税の前払いであるため、実際の収入金額は天引き前の金額である。

よって、各種所得の金額を計算する場合には税込金額（天引き前の金額）に戻して収入金額を

計算し、納付税額を計算する時に天引きされた金額を控除することとなる。 

 

⑸ 申告納税額 

申告納税額の段階で百円未満の端数を切捨てる（黒字の場合のみ）。 

※ 赤字（還付）の場合は端数を切捨てない。 

Advice！
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その年分の所得税を計算し、その年の翌年２月 16 日から３月 15 日までの間に申告・納付

する手続きを「確定申告」という。 

税額控除、源泉徴収税額、予定納税額の詳細は後日学習。 

⑹ 予定納税額 

前年分の確定申告をした者のうち一定の者は、７月(第１期)と 11 月(第２期)に所得税の予定納

税をしなければならない。その際納付した予定納税額は、確定申告の際、精算される。 

 

⑺ 第３期納付税額 

申告納税額から予定納税額を控除した税額が第３期納付税額となる。なお、第３期納付税額は

原則として翌年３月 15 日までに納付しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参 考

学習予定
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申告納税額が赤字の場合又は予定納税額が申告納税額を超える場合

は、「第３期納付税額」ではなく「第３期還付税額」となる。 

 

計算ＦＯＲＭ 

 

Ⅴ 納付税額 
（単位：円） 

摘  要 金  額 計 算 過 程 

算 出 税 額  ×× ⑴ 課総 

  課総×超過累進税率＝××× 

⑵ 課山 

  課山×
１

５
 ＝Ａ 

Ａ×超過累進税率×５＝××× 

⑶ 課退 

  課退×超過累進税率＝××× 

⑷ 合計 ××× 

各種税額控除額 ×××  

基 準 所 得 税 額 ××× 算出税額－税額控除額（外国税額控除額を除く） 

所得税額及び復興

特 別 所 得 税 額 
××× 基準所得税額×102.1％ 

源 泉 徴 収 税 額 ×××  

申 告 納 税 額 ××× 所得税額及び復興特別所得税額－源泉徴収税額（百円未満切捨） 

予 定 納 税 額 ×××  

第３期納付税額 ××× 申告納税額－予定納税額 
 
 

 

 

 

 

 

Advice！
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【例題】 

居住者Ａの本年分の課税所得金額等は次のとおりである。Ａの第３期納付税額を計算しなさい。 

⑴ 課税総所得金額 3,650,000 円 

⑵ 課税山林所得金額 5,000,000 円 

⑶ 住宅借入金等特別控除額 250,000 円 

⑷ 源泉徴収税額 26,055 円 

⑸ 予定納税額 250,000 円 

 

《解答》 

Ⅴ 納付税額 （単位：円） 

摘  要 金  額 計 算 過 程 

算 出 税 額 552,500 ⑴ 課総 

3,650,000×20％－427,500＝302,500 

⑵ 課山 

5,000,000×
１

５
＝1,000,000 

1,000,000×５％×５＝250,000 

⑶ 合計 552,500 

住 宅 借 入 金 等

特 別 控 除
250,000

 

基 準 所 得 税 額 302,500 552,500－250,000＝302,500 

所得税額及び復興

特 別 所 得 税 額
308,852 302,500×102.1％＝308,852 

源 泉 徴 収 税 額 26,055  

申 告 納 税 額 282,700 （百円未満切捨） 

予 定 納 税 額 250,000  

第 ３ 期 納 付 税 額 32,700  
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 ～ ＭＥＭＯ ～  

 

 




